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抄録：本研究の目的は，A県学校管理職の「獲得済み力量認識」および「力量形成要求」を分析する
ことを通して，学校管理職の職務遂行に必要な力量の諸特徴を明らかにすることである。本研究では，
校長と教頭に対して，選択肢式の質問紙調査が行われた。その結果，次の５点が明らかになった。①
副校長・教頭よりも，校長の方が，全体的に高い力量を身につけていると認識している。②副校長・
教頭の方が，校長よりも，力量形成要求が高い。③学校管理職は，学校組織マネジメント，人材育成，
危機管理について，高い力量形成要求を持っている。④学校管理職は，現在の学校教育の先進的な課
題を遂行するにあたって必要になると思われる力量の必要性を十分に認識していない。⑤教育法規に
ついては，学校管理職の獲得済み力量認識が低い。
キーワード：学校管理職，力量，獲得済み力量認識，力量形成要求，学校管理職研修
Abstract：A purpose of this study is to clarify the characteristics of the ability that is necessary for 
performance of duties of the school manager through analyzing “the ability recognition that has been got” and 
“an ability formation demand” of the A prefecture school manager. In this study, survey was caried out for a 
vice-principal and the principal. As a result, five points of the next became clear. ① Recognition of managerial 
ability Principals have is higher than recognition of managerial ability vice-principals have. ability than vice-
principals. ② Abilities formation demand of vice-principal is higher them of the principal. ③ School manager 
have high Abilities formation demand about the school organizational management, personnel training, the 
crisis management. ④ School manager does not enough recognize the need of the ability about tasks of the 
curent school education. ⑤ School manager recognize that they have low ability about the educational 
regulation.
Keywords：school manager, ability, the ability recognition that has been got, the ability formation demand, 
Vice-principal, Training for school manager
学校管理職の職務遂行に必要な力量の諸特徴に関する研究
─　Ａ県学校管理職の「獲得済み力量認識」および「力量形成要求」の分析を通して　─
A study on the characteristics of the ability that is necessary for performance 
of duties by the school manager
─　Through the analysis of “the ability recognition that has been got” and
“the ability formation demand” of the A prefecture school manager　─
Ⅰ．研究の目的
　本稿の目的は，A県学校管理職の「獲得済み力量認識」
および「力量形成要求」を分析することを通して，学校
管理職の職務遂行に必要な力量の諸特徴を明らかにする
ことである。また，このことを解明することを通して，
学校管理職研修の内容や方法について若干の考察を行う。
　本稿では，「獲得済み力量認識」を，「管理職等が，そ
の職務を遂行する上で，調査時点で身についていると考
える力量の程度についての認識」の意味で使用する。ま
た，「力量形成要求」を「管理職等が，その職務を遂行す
る上で，調査時点でもっと身につける必要があると考え
る力量の程度についての認識」の意味で使用する。さら
に，「学校管理職」を，校長，副校長，教頭を含む概念と
して使用する。また，「学校管理職研修」を，各都道府
県・政令市，中核市の教育委員会および教育センター等
が実施する学校管理職およびその候補者を対象とした
「職場を離れた研修」の意味で使用する。
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　これまでの学校管理職に必要な力量に関する代表的な
研究では，校長および教務主任の力量形成要求が明らか
にされてきた（小島　２００４）。しかし，この調査研究で
は，学校管理職の「獲得済み力量認識」が明らかにされ
ていないため，学校管理職が，「調査時点で，ある力量を
獲得していないから，その力量の形成を要求しているの
か」，それとも，「調査時点で，ある力量を獲得している
が，さらにその力量の形成を要求しているのか」が判別
できない点で不十分であると考える。学校管理職研修に
おいて，「獲得済み力量認識が低いにもかかわらず，力量
形成要求が高い力量」の優先順位は，「獲得済み力量認識
が高くて，力量形成要求が高い力量」の優先順位よりも，
高いと考えられる。したがって，前者の力量と後者の力
量は，分けて認識されるべきであると考える。
　また，学校管理職による力量形成要求が低い力量につ
いては，「既にそれらの力量が獲得されているから力量形
成要求が低いのか」，それとも，「その力量が獲得される
必要が認識されていないから力量形成要求が低いのか」
も分けて認識されるべきである。もし，学校管理職が必
要でないと考えている力量が，社会が学校管理職に獲得
を期待していると思われる力量と同じである場合，その
力量形成要求が低くても，学校管理職研修において，そ
の力量を研修内容に取り入れることは検討されてよいだ
ろう。
　上記のことから，学校管理職に必要な力量に関する同
様の質問項目について，「獲得済み力量認識」と「力量形
成要求」の両方を明らかにする必要があると言える。
　この点に関して，白石（２００９）は「獲得済み力量認
識」と「力量形成要求」の両者について，校長を対象に
質問紙調査を実施している。この調査では，校長は，「各
地の教育活動の知見」に関する力量を必要としていない
ことなどが明らかにされている。しかし，白石（２００９）
の調査では，校長に必要と考えられる資質・力量として
３７項目を尋ねるにとどまっており，また，どのように
して調査項目を設定したのかが明記されていないため，
学校管理職の職務遂行に必要な力量を十分に捉えている
とは言いがたい。
　また，小島（２００４）においても，白石（２００９）にお
いても，教頭が調査の対象とされていない。そのため，
教頭が学校管理職としての職務を経験する過程で，どの
ような力量が身につきやすく，どのような力量が身につ
きにくいのかが明らかにされていない。学校管理職研修
では，学校管理職としての職務経験では身につきにくい
力量を重点的に形成することが重要であろう。そのよう
に考えると，校長とともに，教頭の「獲得済み力量認識」
および「力量形成要求」を解明する必要があると言える。
　そこで，本稿では，A県学校管理職の「獲得済み力量
認識」および「力量形成要求」を分析することを通して，学
校管理職の職務遂行に必要な力量の諸特徴を明らかにす
ることを目的とする。その上で，学校管理職研修の内容
や方法について，若干の考察を行う。
Ⅱ．研究の方法
　本研究では，予備調査と本調査の２つの質問紙調査を
実施した。本調査の質問項目は，予備調査の結果を参考
に作成された。予備調査の対象と方法については，大林
ら（２０１５）を参照されたい。
１．本調査の対象と回収率
　本稿で分析される本調査は，西日本のA県とそれに隣
接したB県教育委員会の協力を得て，２０１４年９月に実施
された。本調査の対象は，A県の校長，副校長・教頭，
およびB県の校長，副校長・教頭，主幹教諭である。本
稿では，このうち，A県の校長，副校長・教頭のデータ
を分析する。A県の２０１４年度の教頭研修は１年次を対象
とした研修が１日，教頭全体を対象とした研修が１日実
施されていた。一方，B県の２０１４年度の教頭研修は，１
年次が８日，２年次が５日，３年次が３日実施されていた。
本稿は，教頭の獲得済み力量認識と，校長のそれを比較
することによって，学校管理職としての職務を通して獲
得されやすい力量と，そうでない力量を明らかにするこ
とを目標の１つとしている。そのため，本稿では，教頭
研修の影響がより少ないと考えられるA県のデータを分
析することにした。
　調査票の回収率については次の通りである。A県の市
町村立学校，県立学校の校長全３０２名中，２１４通の調査
票を回収した（回収率７０.９％）。また，A県の市町村立
学校，県立学校の副校長・教頭全４１２名中２４５通の調査
票を回収した（回収率５９.５％）。
２．本調査の作成手順と内容
　質問紙の作成手順は，次の通りである。
　第１に，小島編（２００４）の２５９－２６４頁の調査票に，
加筆・削除・修正する形で質問紙を作成することにした。
　第２に，小島編（２００４）２６２－２６４頁にある質問紙の
項目のうち，４０％以上の小学校の校長が，「校長として
の職務を遂行する上でもっと身につける必要があると考
える力量」について，「ほとんど必要性を感じない」もし
くは「あまり必要性を感じない」と回答した質問項目を
削除した（小島編　２００４：１７７）。
　削除した項目は，「職員団体と折衝すること」「外部の
団体・集団による不当な圧力に適切な対処をとること」
「時には自ら公開授業を行うなど率先して児童生徒の指
導にあたること」「校内の教職員の葛藤や対立を調整する
こと」「一般企業の経営に関する専門的知識をもつこと」
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「学会等での学校経営に関する論議や研究動向を把握す
ること」である。
　第３に，予備調査における「これからの学校経営に必
要とされる管理職としての知識やスキル」に対する回答
の中でも，比較的多く記述されていたカテゴリーで，か
つ，小島編（２００４）２６２－２６４頁の調査票の質問項目と
重複しない項目を抽出し，それらの項目を質問紙に加え
た。
　調査票に加えた項目は，「地域住民・保護者と円滑なコ
ミュニケーションをとること」「ものごとを的確に判断す
ること」「教職員と円滑なコミュニケーションをとるこ
と」「将来の社会情勢を見通すこと」「学校が置かれてい
る状況を分析して，課題を明確にすること」「教職員間の
協働性を高めること」である。
　また，副校長・教頭の調査票には，予備調査の結果を
受け，「教職員からの不満や要望を校長に伝えること」「校
長の考えを教職員にわかりやすく伝えること」「校内外の
情報を収集・分析して校長に意見を具申すること」「校長
の考えを具現化すること」の４つの質問項目を加えた。
　なお，予備調査では，多くの校長・教頭が「将来に必
要な管理職としての知識やスキル」として「人間性」「実
行力」を挙げていた。しかし，これらの質問項目は，抽
象性が高いと判断され，本調査の質問項目には盛り込ま
れなかった。
　第４に，共同執筆者である佐古が，学校教育の現代的
な課題に関する力量についての質問項目などを追加し，
質問項目の表現に若干の修正を加えた。追加された項目
は，「３年間程度の時間的展望に立って学校の教育計画を
構想すること」「異校種学校との連携を推進すること」「IT
の活用やグルーバル人材の育成などの新たな教育課題に
対応すること」「地域の活性化や地域の教育力向上に学校
が寄与すること」「地域の人たちや保護者の学校経営参画
を促進すること」「教職員の資質向上を実現すること」「学
校組織マネジメントに関する専門的知識をもつこと」「学
校の組織的な教育力を高めること」である。
　上記の手続きを経て，校長を対象に６０，副校長・教頭
を対象に６４の質問項目を作成した。
　第５に，上記の質問項目について，校長もしくは副校
長・教頭としての「職務を遂行するうえで，あなたにとっ
て，もっと身につける必要があるとお考えになる力量」
を，「非常に必要性を感じる（４点），かなり必要性を感
じる（３点），あまり必要性を感じない（２点），ほとん
ど必要性を感じない（１点）」の４段階でたずねた。これ
らの教示文と選択肢は，小島編（２００４）と同様である。
　また，上記の質問項目について，校長もしくは，副校
長，教頭としての「職務を遂行するうえで，あなたにとっ
て，現時点で身についているとお考えになる力量」を，
「身についている（４点），ある程度身についている（３
点），やや不十分である（２点），不十分である（１点）」
の４段階でたずねた。
Ⅲ．結果
１．校長と副校長・教頭の獲得済み力量認識
　表１は，校長および副校長・教頭の獲得済み力量認識
の平均値と標準偏差，平均値の順位，並びに校長と副校
長・教頭の平均値の差を検定した結果を示したものであ
る。表１は，校長の平均値の順位をもとに，昇順に並べ
替えている。表１より，次の２点を指摘できよう。
　第１に，副校長・教頭よりも，校長の方が，一部を除
き，全体的に高い力量を身につけていると認識している。
このことは，学校管理職は，教頭になってからの職務経
験を経る中で，学校管理職に必要な力量の多くを身につ
けていることを示していると考えられる。
　校長に比べ，教頭の方が高い力量を身につけている項
目は，「休憩時間などを利用して児童生徒と直接的な人間
関係づくりをすること」「各教科の内容・単元に関する知
識をもつこと」「教科指導や学級・ホームルーム経営等に
ついて教職員に助言を行うこと」「学校事務・表簿の管理
をきちんと行うこと」「各教職員や委員会等の役割や相互
の関係を明確にし，責任体制を整えること」の５つであっ
た。これらの項目は，どちらかと言えば，教頭の職務に
は必要であっても，校長の職務にはあまり必要でない力
量であるように思われる。校長よりも教頭の方が，これ
らの項目に従事する機会が多いため，教頭の方が身につ
いていると回答する割合が多くなったと考えられる。
　第２に，少ないながらも，獲得済み力量認識について，
校長と副校長・教頭の間に，有意な差がない力量も見ら
れた。「ITの活用やグルーバル人材の育成などの新たな
教育課題に対応すること」や「地域の人たちや保護者の
学校経営参画を促進すること」「先導的なカリキュラムや
教育方法に関する知識をもつこと」といった現在の学校
教育の先進的な課題と思われる項目に関する力量につい
ては，校長と副校長・教頭の間に，有意差は見られない。
　また，「在籍する児童生徒の特徴や課題等をしっかり捉
えること」や「学校組織マネジメントに関する専門的知
識をもつこと」といった学校組織マネジメントに関する
力量，および「教職員の資質向上を実現すること」といっ
た人材育成に関する力量，「教育法規に関する体系的知識
をもつこと」についても，校長と副校長・教頭の間に，
有意差は見られない。
　さらに，「新聞や書籍等から社会情勢に関する幅広い情
報を把握すること」や「ものごとを的確に判断すること」
「教育に関する確固とした理念や価値観をもつこと」「将
来の社会情勢を見通すこと」「ものごとを論理的にとらえ
分析すること」といった学校管理職の力量を根底で支え
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る力量についても，校長と副校長・教頭の間に有意差は
見られない。学校管理職は，その職務経験を経ることだ
けでは，こうした学校管理職の力量を根底で支える力量
を身につけることが難しいと考えられる。
２．校長および副校長・教頭の力量形成要求
　表２は，校長および副校長・教頭の力量形成要求の平
均値と標準偏差，平均値の順位，並びに校長と副校長・
教頭の平均値の差を検定した結果を示したものである。
表２も，校長の平均値の順位をもとに，昇順に並べ替え
ている。表２から，次の４点を指摘できる。
　第１に，ほぼすべての項目で，副校長・教頭の方が，
校長よりも力量形成要求が高い。唯一，「将来の社会情勢
を見通すこと」の力量形成要求については，副校長・教
頭よりも校長の方が高い。しかし，その平均値の差は，
わずかに０.０１である。このことは，副校長・教頭は，未
だ学校管理職としてその職務に従事した経験が少ないた
め，校長よりも，力量形成要求が高いことを示している
と考えられる。よって，校長よりも，副校長・教頭の方
が，学校管理職研修における学習意欲が高いと考えられ
る。したがって，学校管理職研修では，校長よりも，副
校長・教頭を対象とした研修を充実させた方が，その研
修効果は高いことが予想される。
　第２に，「突発的な事態や災害時に的確な判断や指示を
行うこと」や「児童生徒の健康・安全管理を適切に行う
こと」といった危機管理に関する力量について，校長，
副校長・教頭とも，力量形成要求がとくに高い。
　第３に，「学校の組織的な教育力を高めること」「教職
員間の協働性を高めること」「学校組織マネジメントに関
する専門的知識をもつこと」「自分の学校の明確な将来像
（ビジョン）を示すこと」「在籍する児童生徒の特徴や課
題等をしっかり捉えること」「リーダーシップに関する専
門的知識をもつこと」「３年間程度の時間的展望に立って
学校の教育計画を構想すること」「学校が置かれている状
況を分析して，課題を明確にすること」といった学校組
織マネジメントに関する力量について，校長，副校長・
教頭とも，力量形成要求が高い。
　第４に，「教職員の資質向上を実現すること」「個々の
教員に課題をもたせ，その達成に向けて動機づけること」
といった人材育成に関する力量について，校長，副校長・
教頭とも，力量形成要求が高い。
３．校長と副校長・教頭の職務遂行に必要な力量の諸特
徴
　表３は，校長と副校長・教頭の職務遂行に必要な力量
の特徴の一覧である。表１と表２をもとに，「校長の獲得
済み力量認識」「教頭の獲得済み力量認識」「校長の力量
形成要求」「教頭の力量形成要求」の平均値の得点につい
て，上位１０項目に〇，上位１１〜２０位の項目に△，下
位１１〜２１位の項目に▲，下位１０位の項目に×印をつ
けた。校長と副校長・教頭の間の有意差については，表
１および２と同様である。
　表３をもとに，以下，⑴「獲得済み力量認識」が低い一
方で，「力量形成要求」が高い力量，⑵「獲得済み力量認
識」が高く，「力量形成要求」も高い力量，⑶「獲得済み
力量認識」が高い一方で，「力量形成要求」が低い力量，
⑷「獲得済み力量認識」が低く，「力量形成要求」も低い
力量，⑸その他学校管理職研修において必要と思われる
力量の順で，それぞれの力量の特徴を記述していきたい。
１）「獲得済み力量認識」が低い，もしくは中程度で，
「力量形成要求」が高い力量
　「獲得済み力量認識」の順位が低い一方で，「力量形成
要求」の順位が高い力量としては，「個々の教員に課題を
もたせ，その達成に向けて動機づけること」「学校組織マ
ネジメントに関する専門的知識をもつこと」「リーダー
シップに関する専門的知識をもつこと」が挙げられる。
学校管理職は，職務を通した研修や自己研修のみでは，
これらの力量を十分に形成することができていないと考
えられる。そのため，学校管理職研修において，これら
の力量形成を図る必要があると考えられる。
　また，「学校組織マネジメントに関する専門的知識をも
つこと」および「リーダーシップに関する専門的知識を
もつこと」については，校長の獲得済み力量認識と副校
長・教頭のそれの差が小さい。そのため，とくに学校管
理職研修において，これらの力量形成を図る必要がある
と考えられる。
　「獲得済み力量認識」の順位が中程度で，「力量形成要
求」の順位が高い力量についても，学校管理職研修にお
いて，これらの力量形成を図る必要があると考えられる。
そうした力量としては，「突発的な事態や災害時に的確な
判断や指示を行うこと」「ものごとを的確に判断するこ
と」「自分の学校の明確な将来像（ビジョン）を示すこ
と」「教職員の資質向上を実現すること」「学校の組織的
な教育力を高めること」「校長の考えを具現化すること」
が挙げられる。
　また，「ものごとを的確に判断すること」および「教職
員の資質向上を実現すること」については，校長の獲得
済み力量認識と副校長・教頭のそれの差が有意ではない。
そのため，とくに学校管理職研修において，これらの力
量形成を図る必要があると考えられる。
２）「獲得済み力量認識」が高く，「力量形成要求」も高
い力量
　「獲得済み力量認識」の順位が高く，「力量形成要求」
の順位も高い力量としては，「学校管理職としての自覚・
№３０ ９９
表１．校長および副校長・教頭の獲得済み力量認識（校長の平均値順位で並び替えている）
ｔ検定
結果
副校長・教頭校長
平均値
順位
標準
偏差平均値
平均値
順位
標準
偏差平均値質問項目
質問
番号
＊＊＊１０.５８３.１９１０.５７３.４４学校管理職としての自覚・使命感をもつこと１
＊＊＊４０.５６３.１３２０.５７３.４０児童生徒の健康・安全管理を適切に行うこと２
＊＊２０.５９３.１８３０.５７３.３５教職員と円滑なコミュニケーションをとること２４
＊＊＊１７０.６６３.００４０.６０３.２５地域住民・保護者と円滑なコミュニケーションをとること８
＊＊＊１１０.５８３.０２５０.５５３.２４自分がくだした決断について教職員に対して明快に説明すること５３
＊＊７０.５０３.０６６０.５５３.２１教職員間の協働性を高めること５４
＊＊＊３２０.６７２.８８７０.６１３.２０地域の人々や関係諸機関に積極的にはたらきかけて学校への協力を得ること１４
＊＊＊１８０.５８２.９８８０.５３３.１９学校の教育活動をより効果的に達成するために教職員を適切に配置すること２３
＊＊＊１３０.６０３.００９０.５６３.１９児童生徒の実態に即して指導組織や教職員の配置を柔軟に行うこと２６
＊＊＊１２０.５４３.０２１００.５８３.１９施設・設備の管理を適正に行うこと３０
＊＊１００.６０３.０３１１０.５３３.１７教育活動に対する保護者からのクレームに適切に対処すること２５
＊＊１４０.５３３.００１２０.５９３.１６教育活動に創意工夫を凝らしている教職員の努力や功績を価値づけること５６
５０.６２３.０９１３０.５６３.１５職員会議で必要な議論を行いながら，効率的に議事を進行すること３３
８０.６５３.０４１４０.５９３.１４教育に関する確固とした理念や価値観をもつこと２９
＊＊＊２００.５５２.９５１５０.５４３.１３学校が置かれている状況を分析して，課題を明確にすること４７
＊＊２１０.６２２.９５１６０.５６３.１２教職員の服務監督を厳正に行うこと１０
６０.５８３.０７１７０.５３３.１１在籍する児童生徒の特徴や課題等をしっかり捉えること１８
＊＊＊４１０.６８２.８２１８０.６５３.０９自分の学校の明確な将来像（ビジョン）を示すこと３１
＊１９０.５８２.９６１９０.６７３.０８ものごとを多様な観点から柔軟に捉えること５９
＊＊＊３１０.６５２.８９２００.６３３.０８突発的な事態や災害時に的確な判断や指示を行うこと１１
＊＊＊４４０.６１２.８１２１０.６１３.０８教育課程の基準の趣旨を踏まえて勤務校固有の教育目標を設定すること５２
＊＊＊３３０.６１２.８７２２０.５８３.０７学校の自己評価をおこない，学校の教育活動の改善に結びつけること１３
＊＊＊６４０.６８２.４５２３０.６４３.０７人材確保や予算などについて教育委員会にはたらきかけること３５
３００.５９２.８９２４０.６５３.０５教職員の評定を的確に実施すること４５
２２０.６１２.９４２５０.５６３.０４ものごとを的確に判断すること１６
１５０.５３３.００２６０.５９３.０３学校運営に対する教職員の不満や意見等を的確に把握すること４４
＊＊２９０.５５２.９０２７０.５３３.０３学校と地域・家庭の考え方の相違や関係を，調整すること５５
＊＊＊４８０.６８２.７６２８０.６１３.０２国，教育委員会などの教育政策の動向について把握すること７
２８０.６６２.９１２９０.５９３.０２学校事務・表簿の管理をきちんと行うこと５１
＊＊３４０.６１２.８６３００.５８３.０１教育課程の管理を適正に行うこと４３
２６０.５９２.９１３１０.５９３.００学校の教育活動の特徴について保護者や地域の人々に分かり易く説明すること４０
＊＊＊６００.６８２.５４３２０.６４２.９９必要な予算や人材に関して教育委員会に働きかけ，確保するようにすること１５
＊３５０.５８２.８５３３０.５５２.９８学校に対する保護者や地域の人々の要望や不満を的確に把握すること３７
＊＊＊４７０.６１２.７６３４０.６２２.９７校内研修（研究）を組織し，方向づけること５７
＊３９０.６３２.８３３５０.６５２.９７学校教育の今日的課題を広い視点から観ること２７
＊＊４００.６０２.８３３６０.５９２.９７各教職員や委員会等の役割や相互の関係を明確にし，責任体制を整えること５８
＊＊４３０.５７２.８２３７０.５６２.９６学校の組織的な教育力を高めること４２
３８０.６５２.８４３８０.６８２.９４新聞や書籍等から社会情勢に関する幅広い情報を把握すること１７
２７０.５８２.９１３９０.５６２.９３子どもの発達と教育に関する専門的知識をもつこと２２
３７０.５５２.８４４００.５６２.９２教職員の資質向上を実現すること３８
４２０.６４２.８２４１０.６９２.９２ものごとを論理的にとらえ分析すること４８
＊４５０.６０２.８１４２０.５９２.９２学校教育の機能と役割に関する専門的知識をもつこと１９
＊＊５１０.６５２.７２４３０.６４２.９１校内で生起する諸問題を教育法規に基づいて理解・解決すること２１
４６０.６２２.８０４４０.６１２.８７生徒指導やカウンセリングに関する専門的知識をもつこと５０
２３０.５８２.９３４５０.５９２.８６教科指導や学級・ホームルーム経営等について教職員に助言を行うこと４６
＊４９０.６３２.７３４６０.６２２.８６リーダーシップに関する専門的知識をもつこと６０
＊＊＊５３０.６５２.６４４７０.５８２.８５個々の教員に課題をもたせ，その達成に向けて動機づけること６
５００.６５２.７２４８０.６４２.８４学校組織マネジメントに関する専門的知識をもつこと３９
＊＊＊５９０.６９２.５５４９０.６９２.８３３年間程度の時間的展望に立って学校の教育計画を構想すること３
＊５２０.６２２.６９５００.６０２.８０特色のある教育課程の編成について教職員を指導すること３６
３６０.７７２.８４５１０.７６２.７９休憩時間などを利用して児童生徒と直接的な人間関係づくりをすること５
＊＊５５０.６５２.６０５２０.７０２.７７地域の活性化や地域の教育力向上に学校が寄与すること２０
＊＊＊６２０.６７２.４８５３０.７２２.７６異校種学校との連携を推進すること４
＊５８０.６９２.５６５４０.７０２.７３教育制度や行財政に関する専門的知識をもつこと９
５４０.６５２.６３５５０.６５２.６５将来の社会情勢を見通すこと３２
５６０.６５２.５８５６０.６８２.６５地域の人たちや保護者の学校経営参画を促進すること２８
５７０.６６２.５７５７０.７０２.６４教育法規に関する体系的知識をもつこと４９
＊＊＊２５０.６６２.９１５８０.６８２.５８各教科の内容・単元に関する知識をもつこと３４
６１０.６７２.５２５９０.６４２.５４ITの活用やグルーバル人材の育成などの新たな教育課題に対応すること１２
６３０.６５２.４７６００.６２２.５０先導的なカリキュラムや教育方法に関する知識をもつこと４１
３０.５７３.１４教職員からの不満や要望を校長に伝えること６１
９０.６１３.０４校長の考えを教職員にわかりやすく伝えること６２
１６０.６０３.００校内外の情報を収集・分析して校長に意見を具申すること６３
２４０.６０２.９２校長の考えを具現化すること６４
０.６２２.８５０.６１３.０２全項目平均（６１〜６４の質問番号を除く）
＊p<.０５　＊＊p<.０１　＊＊＊p<.００１
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表２．校長および副校長・教頭の力量形成要求（校長の平均値順位で並び替えている）
ｔ検定
結果
副校長・教頭校長
平均値
順位
標準
偏差平均値
平均値
順位
標準
偏差平均値質問項目
質問
番号
１０.７０３.４６１０.８３３.３９突発的な事態や災害時に的確な判断や指示を行うこと１１
４０.７０３.３０２０.７６３.３０学校の組織的な教育力を高めること４２
３０.６７３.３２３０.７７３.２８教職員の資質向上を実現すること３８
２０.７４３.３４４０.８３３.２６ものごとを的確に判断すること１６
７０.７７３.２５５０.８３３.１９教職員間の協働性を高めること５４
５０.６９３.２６６０.７４３.１８学校組織マネジメントに関する専門的知識をもつこと３９
８０.７３３.２３７０.７８３.１７自分の学校の明確な将来像（ビジョン）を示すこと３１
１５０.６７３.２１８０.７８３.１６個々の教員に課題をもたせ，その達成に向けて動機づけること６
１２０.７６３.２２９０.８２３.１５児童生徒の健康・安全管理を適切に行うこと２
２４０.６８３.１５１００.７５３.１４必要な予算や人材に関して教育委員会に働きかけ，確保するようにすること１５
６０.７６３.２６１１０.８１３.１４教育活動に対する保護者からのクレームに適切に対処すること２５
１８０.７８３.１７１２０.７５３.１３在籍する児童生徒の特徴や課題等をしっかり捉えること１８
９０.６７３.２３１３０.７３３.１２リーダーシップに関する専門的知識をもつこと６０
２１０.６３３.１６１４０.７６３.０９３年間程度の時間的展望に立って学校の教育計画を構想すること３
１３０.７０３.２２１５０.８１３.０９学校が置かれている状況を分析して，課題を明確にすること４７
２２０.７８３.１６１６０.８２３.０９教育に関する確固とした理念や価値観をもつこと２９
１６０.７９３.２０１７０.８６３.０８自分がくだした決断について教職員に対して明快に説明すること５３
１１０.７８３.２３１８０.８９３.０８学校管理職としての自覚・使命感をもつこと１
１４０.８０３.２１１９０.８７３.０８教職員と円滑なコミュニケーションをとること２４
４６０.６８３.０８２００.７９３.０８人材確保や予算などについて教育委員会にはたらきかけること３５
１９０.７５３.１７２１０.８１３.０８学校の教育活動をより効果的に達成するために教職員を適切に配置すること２３
４１０.７３３.０９２２０.７８３.０４ものごとを多様な観点から柔軟に捉えること５９
３００.７５３.１３２３０.８２３.０４児童生徒の実態に即して指導組織や教職員の配置を柔軟に行うこと２６
３５０.６５３.１１２４０.７４３.０４学校教育の今日的課題を広い視点から観ること２７
３２０.７０３.１２２５０.７１３.０４子どもの発達と教育に関する専門的知識をもつこと２２
５００.６９３.０５２６０.７０３.０３教育法規に関する体系的知識をもつこと４９
２７０.６９３.１４２７０.７５３.０２学校の自己評価をおこない，学校の教育活動の改善に結びつけること１３
４７０.６３３.０７２８０.６５３.０１ITの活用やグルーバル人材の育成などの新たな教育課題に対応すること１２
３８０.６６３.０９２９０.６９３.０１校内研修（研究）を組織し，方向づけること５７
＊＊１７０.６８３.１９３００.７１３.０１学校に対する保護者や地域の人々の要望や不満を的確に把握すること３７
３９０.７３３.０９３１０.７２３.０１生徒指導やカウンセリングに関する専門的知識をもつこと５０
＊２５０.７０３.１５３２０.６９３.００校内で生起する諸問題を教育法規に基づいて理解・解決すること２１
５７０.７１２.９９３３０.６６３.００将来の社会情勢を見通すこと３２
２９０.７３３.１４３４０.８１３.００地域住民・保護者と円滑なコミュニケーションをとること８
３４０.７６３.１１３５０.８０３.００施設・設備の管理を適正に行うこと３０
＊２８０.７２３.１４３６０.７４２.９８地域の人々や関係諸機関に積極的にはたらきかけて学校への協力を得ること１４
＊３１０.７３３.１２３７０.７８２.９８教育活動に創意工夫を凝らしている教職員の努力や功績を価値づけること５６
４４０.６６３.０８３８０.７４２.９７各教職員や委員会等の役割や相互の関係を明確にし，責任体制を整えること５８
５２０.６５３.０４３９０.７０２.９７教育制度や行財政に関する専門的知識をもつこと９
＊＊２３０.７４３.１６４００.７７２.９７学校運営に対する教職員の不満や意見等を的確に把握すること４４
５６０.６７３.０１４１０.６７２.９６新聞や書籍等から社会情勢に関する幅広い情報を把握すること１７
＊３６０.７６３.１１４２０.７６２.９５学校の教育活動の特徴について保護者や地域の人々に分かり易く説明すること４０
５１０.６６３.０５４３０.７８２.９５教育課程の基準の趣旨を踏まえて勤務校固有の教育目標を設定すること５２
＊３７０.７４３.１０４４０.７５２.９５学校と地域・家庭の考え方の相違や関係を，調整すること５５
４９０.６６３.０６４５０.７７２.９４国，教育委員会などの教育政策の動向について把握すること７
＊４５０.７２３.０８４６０.７４２.９４ものごとを論理的にとらえ分析すること４８
＊４３０.７５３.０９４７０.８１２.９４教職員の服務監督を厳正に行うこと１０
５３０.６２３.０４４８０.６７２.９４特色のある教育課程の編成について教職員を指導すること３６
＊＊３３０.６６３.１１４９０.７４２.９４学校教育の機能と役割に関する専門的知識をもつこと１９
＊４２０.７５３.０９５００.７９２.９２教職員の評定を的確に実施すること４５
５４０.７４３.０３５１０.７６２.９２教育課程の管理を適正に行うこと４３
＊４８０.７３３.０７５２０.７４２.９２学校事務・表簿の管理をきちんと行うこと５１
５８０.６３２.９９５３０.７４２.９０地域の活性化や地域の教育力向上に学校が寄与すること２０
６００.６６２.９７５４０.６５２.８８先導的なカリキュラムや教育方法に関する知識をもつこと４１
＊５５０.７１３.０２５５０.６６２.８７教科指導や学級・ホームルーム経営等について教職員に助言を行うこと４６
＊＊＊４００.７６３.０９５６０.７５２.８３職員会議で必要な議論を行いながら，効率的に議事を進行すること３３
６１０.６８２.８７５７０.７３２.７９地域の人たちや保護者の学校経営参画を促進すること２８
６３０.７３２.８４５８０.７２２.７８各教科の内容・単元に関する知識をもつこと３４
６２０.６８２.８５５９０.６４２.７７異校種学校との連携を推進すること４
６４０.７１２.８２６００.７４２.７３休憩時間などを利用して児童生徒と直接的な人間関係づくりをすること５
１００.７１３.２３校長の考えを具現化すること６４
２００.７８３.１６校内外の情報を収集・分析して校長に意見を具申すること６３
２６０.７７３.１４校長の考えを教職員にわかりやすく伝えること６２
５９０.７９２.９７教職員からの不満や要望を校長に伝えること６１
０.７１３.１２０.７６３.０２全項目平均（６１〜６４の質問番号を除く）
＊p<.０５　＊＊p<.０１　＊＊＊p<.００１
№３０ １０１
表３．校長と副校長・教頭の職務遂行に必要な力量の特徴一覧
力量形成
要 求 の
有 意 差
教 頭 の
力量形成
要　　求
校 長 の
力量形成
要　　求
獲得済み
力量認識
の有意差
教 頭 の
獲得済み
力量認識
校 長 の
獲得済み
力量認識
質問項目質問番号
△△＊＊＊◯◯学校管理職としての自覚・使命感をもつこと１
△◯＊＊＊◯◯児童生徒の健康・安全管理を適切に行うこと２
△＊＊＊×▲３年間程度の時間的展望に立って学校の教育計画を構想すること３
××＊＊＊××異校種学校との連携を推進すること４
×××休憩時間などを利用して児童生徒と直接的な人間関係づくりをすること５
△◯＊＊＊▲▲個々の教員に課題をもたせ，その達成に向けて動機づけること６
▲▲＊＊＊▲国，教育委員会などの教育政策の動向について把握すること７
＊＊＊△◯地域住民・保護者と円滑なコミュニケーションをとること８
▲＊××教育制度や行財政に関する専門的知識をもつこと９
＊▲＊＊△教職員の服務監督を厳正に行うこと１０
◯◯＊＊＊△突発的な事態や災害時に的確な判断や指示を行うこと１１
▲××ITの活用やグルーバル人材の育成などの新たな教育課題に対応すること１２
＊＊＊学校の自己評価をおこない，学校の教育活動の改善に結びつけること１３
＊＊＊＊◯地域の人々や関係諸機関に積極的にはたらきかけて学校への協力を得ること１４
◯＊＊＊×必要な予算や人材に関して教育委員会に働きかけ，確保するようにすること１５
◯◯ものごとを的確に判断すること１６
×▲新聞や書籍等から社会情勢に関する幅広い情報を把握すること１７
△△◯△在籍する児童生徒の特徴や課題等をしっかり捉えること１８
＊＊▲＊▲▲学校教育の機能と役割に関する専門的知識をもつこと１９
××＊＊××地域の活性化や地域の教育力向上に学校が寄与すること２０
＊＊＊▲▲校内で生起する諸問題を教育法規に基づいて理解・解決すること２１
子どもの発達と教育に関する専門的知識をもつこと２２
△＊＊＊△◯学校の教育活動をより効果的に達成するために教職員を適切に配置すること２３
△△＊＊◯◯教職員と円滑なコミュニケーションをとること２４
◯△＊＊◯△教育活動に対する保護者からのクレームに適切に対処すること２５
＊＊＊△◯児童生徒の実態に即して指導組織や教職員の配置を柔軟に行うこと２６
＊学校教育の今日的課題を広い視点から観ること２７
××××地域の人たちや保護者の学校経営参画を促進すること２８
△◯△教育に関する確固とした理念や価値観をもつこと２９
＊＊＊△◯施設・設備の管理を適正に行うこと３０
◯◯＊＊＊△自分の学校の明確な将来像（ビジョン）を示すこと３１
×▲×将来の社会情勢を見通すこと３２
＊＊＊×◯△職員会議で必要な議論を行いながら，効率的に議事を進行すること３３
××＊＊＊×各教科の内容・単元に関する知識をもつこと３４
▲△＊＊＊×人材確保や予算などについて教育委員会にはたらきかけること３５
▲▲＊▲▲特色のある教育課程の編成について教職員を指導すること３６
＊＊△＊学校に対する保護者や地域の人々の要望や不満を的確に把握すること３７
◯◯教職員の資質向上を実現すること３８
◯◯▲▲学校組織マネジメントに関する専門的知識をもつこと３９
＊▲学校の教育活動の特徴について保護者や地域の人々に分かり易く説明すること４０
××××先導的なカリキュラムや教育方法に関する知識をもつこと４１
◯◯＊＊学校の組織的な教育力を高めること４２
▲×＊＊教育課程の管理を適正に行うこと４３
＊＊△学校運営に対する教職員の不満や意見等を的確に把握すること４４
＊▲教職員の評定を的確に実施すること４５
＊××▲教科指導や学級・ホームルーム経営等について教職員に助言を行うこと４６
△△＊＊＊△△学校が置かれている状況を分析して，課題を明確にすること４７
＊▲▲▲ものごとを論理的にとらえ分析すること４８
▲××教育法規に関する体系的知識をもつこと４９
▲▲生徒指導やカウンセリングに関する専門的知識をもつこと５０
＊▲×学校事務・表簿の管理をきちんとに行うこと５１
▲▲＊＊＊教育課程の基準の趣旨を踏まえて勤務校固有の教育目標を設定すること５２
△△＊＊＊△◯自分がくだした決断について教職員に対して明快に説明すること５３
◯◯＊＊◯◯教職員間の協働性を高めること５４
＊▲＊＊学校と地域・家庭の考え方の相違や関係を，調整すること５５
＊＊＊△△教育活動に創意工夫を凝らしている教職員の努力や功績を価値づけること５６
＊＊＊▲校内研修（研究）を組織し，方向づけること５７
＊＊各教職員や委員会等の役割や相互の関係を明確にし，責任体制を整えること５８
＊△△ものごとを多様な観点から柔軟に捉えること５９
◯△＊▲▲リーダーシップに関する専門的知識をもつこと６０
×◯教職員からの不満や要望を校長に伝えること６１
◯校長の考えを教職員にわかりやすく伝えること６２
△△校内外の情報を収集・分析して校長に意見を具申すること６３
◯校長の考えを具現化すること６４
◯上位１０位：△上位１１〜２０位：▲下位１１〜２１位：×下位１０位
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使命感をもつこと」「児童生徒の健康・安全管理を適切に
行うこと」「教育活動に対する保護者からのクレームに適
切に対処すること」「教職員間の協働性を高めること」が
挙げられる。これらの力量は，既に獲得済み力量認識が
高い水準にあり，かつ，校長の獲得済み力量認識が，副
校長・教頭のそれを１％水準以上で有意に上回っている。
　そのため，学校管理職は，これらの力量を，職務を通
じた学習によって獲得していると考えられる。しかし，
学校管理職は，これらの力量を獲得しているにもかかわ
らず，なおその力量形成を要求している。そのように考
えると，「『獲得済み力量認識』が低い，もしくは中程度
で，『力量形成要求』が高い力量」に比べれば，力量形成
の優先度は低いものの，学校管理職研修において，これ
らの力量形成を図ることはそれなりに有益であろう。
　ただし，「学校管理職としての自覚・使命感をもつこと」
については，校長，副校長・教頭とも，「獲得済み力量認
識」の得点が他の項目に比べてとくに高いため，学校管
理職研修において，この力量の形成を図る必要性は少な
いと考えられる。
３）「獲得済み力量認識」が高い一方で，「力量形成要求」
が低い力量
　「獲得済み力量認識」の順位が高い一方で，「力量形成
要求」の順位が低い力量としては，「職員会議で必要な議
論を行いながら，効率的に議事を進行すること」「教職員
からの不満や要望を校長に伝えること」が挙げられる。
多くの学校管理職は，これらの力量を既に獲得している
ために，これらの項目の力量形成要求を比較的有してい
ないと考えられる。こうした力量については，学校管理
職研修において，力量形成を図る必要性は少ないと考え
られる。
４）「獲得済み力量認識」が低く，「力量形成要求」も低
い力量
　「獲得済み力量認識」の順位が低く，「力量形成要求」
の順位も低い項目は，白石（２００９：４９）も指摘している
ように，学校管理職によって，比較的必要がないと認識
されている力量であると解釈できる。
　「獲得済み力量認識」の順位が低く，「力量形成要求」
の順位も低い力量としては，まず，「異校種学校との連携
を推進すること」「ITの活用やグルーバル人材の育成な
どの新たな教育課題に対応すること」「地域の活性化や地
域の教育力向上に学校が寄与すること」「地域の人たちや
保護者の学校経営参画を促進すること」「先導的なカリ
キュラムや教育方法に関する知識をもつこと」が挙げら
れる。
　これらの項目は，現在の学校教育の先進的な課題を遂
行するにあたって必要となると思われる力量である。
A県の教育振興計画（第２期）にも，県の教育の課題と
して，「キャリア教育の推進体制の確立および充実」「グ
ローバル化に対応した教育の推進」「ICT活用能力の育
成」「学校・家庭・地域の連携の推進」「開かれた学校づ
くり」「幼稚園・小学校・中学校の連携」が挙げられてい
る。
　そのように考えると，こうした力量は，学校管理職に
よる力量形成要求が低いからといって，力量形成が図ら
れなくて良いとは言い難い。こうした力量は，学校管理
職に必要と思われていないため，彼らによる職務を通し
た学習や，自己研修によって，その力量形成を期待する
ことは難しい。それ故に，学校管理職研修において，意
図的・計画的にこれらの力量の形成を図っていくことが
重要なように思われる。また，「ITの活用やグルーバル
人材の育成などの新たな教育課題に対応すること」「地域
の人たちや保護者の学校経営参画を促進すること」「先導
的なカリキュラムや教育方法に関する知識をもつこと」
については，校長の獲得済み力量認識と副校長・教頭の
それの差が有意ではない。そのため，学校管理職研修に
おいて，これらの力量形成を図ることは，とくに重要な
ように思われる。
　「獲得済み力量認識」の順位が低く，「力量形成要求」
の順位も低い力量としては，他に，「休憩時間などを利用
して児童生徒と直接的な人間関係づくりをすること」「各
教科の内容・単元に関する知識をもつこと」が挙げられ
る。こうした児童生徒に対する直接の指導に関する力量
は，学校管理職よりも，教諭に必要なように思われる。
よって，こうした項目については，学校管理職研修にお
いて，力量の形成を図る必要性は少ないと考えられる。
５）その他学校管理職研修において必要と思われる力量
　その他，学校管理職研修において必要と思われる力量
として，「校内で生起する諸問題を教育法規に基づいて理
解・解決すること」「教育法規に関する体系的知識をもつ
こと」を挙げる。これらの項目は，法規に基づいて学校
を運営していく際に必要と思われる力量である。
　言うまでもなく，学校は教育法規に基づいて運営され
ることになっているにも関わらず，校長および副校長・
教頭のこれら２項目の獲得済み力量認識は，他の項目に
比べて低い傾向がある。校長および副校長・教頭のこれ
ら２項目の力量形成要求の順位は，中程度である。しか
し，学校運営における教育法規の重要性を鑑みると，こ
れらの２項目については，校長および副校長・教頭の力
量形成要求が高くなくても，学校管理職研修において，
力量形成が図られる必要があるように思われる。
　とくに，「教育法規に関する体系的知識をもつこと」に
ついては，校長の獲得済み力量認識と副校長・教頭のそ
れの差が有意ではない。そのため，この力量は，職務を
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通した学習や自己研修では獲得されにくいと考えられる。
よって，学校管理職研修において，これらの力量形成を
図ることが，とくに重要だと言えよう。
Ⅳ．まとめ─学校管理職研修で形成されるべき力量─
　以上のように，本稿では，校長および副校長・教頭の「獲
得済み力量認識」と「力量形成要求」に着目し，学校管
理職研修において，どのような力量が形成されるべきか
を検討してきた。ここでは，学校管理職研修で形成され
るべき力量の内容などをまとめながら，研修の方法につ
いても少し考察を加えたい。
　第１に，副校長・教頭よりも，校長の方が，一部を除
き，全体的に高い力量を身につけていると認識している。
このことは，学校管理職は，教頭になってからの職務経
験を経る中で，学校管理職に必要な力量の多くを身につ
けていることを示していると考えられる１。そのため，
学校管理職研修においては，学校管理職としての職務経
験の中では十分に身につきにくい力量の形成をとくに図
る必要があると言える。
　第２に，ほぼすべての項目で，副校長・教頭の方が，
校長よりも，力量形成要求が高い。よって，学校管理職
研修では，校長よりも，副校長・教頭を対象とした研修
を充実させた方が，その研修効果が高いことが予想され
る。
　第３に，学校組織マネジメントに関する力量の中でも，
「学校組織マネジメントに関する専門的知識をもつこ
と」「リーダーシップに関する専門的知識をもつこと」「自
分の学校の明確な将来像（ビジョン）を示すこと」「学校
の組織的な教育力を高めること」といった力量や，「個々
の教員に課題をもたせ，その達成に向けて動機づけるこ
と」「教職員の資質向上を実現すること」といった人材育
成に関する力量，危機管理に関する力量の中でも，「突発
的な事態や災害時に的確な判断や指示を行うこと」に関
する力量は，とくに学校管理職研修において，力量形成
が図られる必要がある。それらは，「獲得済み力量認識」が
低い，もしくは中程度で，「力量形成要求」が高い力量に
分類されるためである。
　また，「ものごとを的確に判断すること」も，学校管理
職研修において，力量形成が図られるべきであるが，大
林ら（２０１５）でも指摘したように，研修受講者に意思決
定させるような演習を取り入れることで，そうした力量
を育成することが可能なように思われる。
　さらに，副校長・教頭が，「校長の考えを具現化するこ
と」も，その「力量形成要求」の順位が高かった。こう
した力量を形成するにあたっては，例えば，教頭は，校
長の学校経営の方針を勘案しつつ，学校管理職研修にお
ける講義・演習で得られた知識・技能を活用しながら，
職務を遂行する中で，学校課題の解決に取り組むような
研修が考えられる。このことを通して，「校長の考えを具
現化すること」に関する副校長・教頭の力量形成を図る
ことが可能なように思われる。具体的には，「職場を離れ
た研修」の合間に，学校課題の解決のための計画づくり
とその実行，振り返りについてのレポートを，受講者に
課すことが考えられる２。
　第４に，「児童生徒の健康・安全管理を適切に行うこと」
「教育活動に対する保護者からのクレームに適切に対処
すること」「教職員間の協働性を高めること」については，
「獲得済み力量認識」の順位が高く，「力量形成要求」の
順位も高いため，学校管理職研修において，これらの力
量形成を図ることはそれなりに有益なように思われる。
これらの力量は，危機管理や学校組織マネジメントに内
包されると考えられる。
　第５に，現在の学校教育の先進的な課題を遂行するに
あたって必要になると思われる力量については，学校管
理職によって必要な力量であると認識されていないと考
えられるものの，だからこそ学校管理職研修において，
それらの力量の形成を図ることは重要なように思われる。
　第６に，教育法規については，他の項目に比べて，獲
得済み力量認識がとくに低い傾向があるため，校長およ
び副校長・教頭の力量形成要求が高くなくても，学校管
理職研修において，力量形成が図られる必要があるよう
に思われる。
　以上のことから，A県においては，とくに学校組織マ
ネジメント，人材育成，危機管理，教育法規，現代的な
学校教育課題の５つの領域を含んだ学校管理職研修が，
校長よりも教頭を対象として実施されることが，学校管
理職の力量形成にとって有効だと考えられる。その際，
意思決定場面を含む演習を交えたり，学校管理職研修の
合間において，教頭が校長の学校経営方針を勘案しなが
ら，学校の課題解決を実施することを意図的に促したり
するような研修を取り入れることが有効であろう。
　これまでにも，学校管理職による学校組織マネジメン
トや危機管理に関する力量形成要求が高いことは指摘さ
れてきた（小島編　２００４：１７５－１７６，白石　２００９：
４８－４９）。本稿で得られた知見は，これらの知見を追認
するものである。しかし，これらの先行研究では，教頭
が対象にされてこなかったことにより，学校管理職が職
務経験を経る中で身につける力量はどのようなもので，
職務経験の中では十分に身につきにくい力量はどのよう
なものかが，十分に解明されてこなかった。本研究は，
この点を解明することができた点に，一定の研究上の意
義があると考える。
　なお，本研究では，A県の他に，隣接するB県からも
同じような手続きでデータを入手している。両県のデー
タを分析した結果，両県の学校管理職の獲得済み力量認
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識や，力量形成要求の傾向は，少なからず異なっている
ことがわかってきている３。そのため，これまで述べて
きたような学校管理職の職務遂行に必要な力量の分類に
ついては，他の県でもある程度似たような傾向になるこ
とは予想されるものの，都道府県・政令市によって少し
ずつ傾向が異なることも予想される。そのため，各都道
府県・政令市において学校管理職研修の内容を計画する
際には，改めて当該都道府県・政令市にてデータを収集
し，分析することが必要なように思われる。
　本研究の今後の課題としては，次の２点が挙げられる。
　第１は，今回分析したデータについて，学校種の違い
を分析することである。今回の分析では学校種の違いを
無視して，職種の違いに焦点をあてたが，学校種の違い
に焦点をあてることで，学校管理職の養成のあり方に関
する新たな示唆を得られるかもしれない。
　第２は，収集したデータについて，県ごとの違いを分
析することである。これについては，別稿にて報告した
い。
注
１　学校管理職は，教頭になってからの職務経験を経る
中で，学校管理職に必要な力量の多くを身につけてい
ることは，先行研究でも指摘されてきた（例えば，岡
東（１９８６），稲垣ら（１９８８））。本調査で得られた知見
は，それら先行研究の知見を追認するものである。
２　実際に，B県の学校管理職研修では，「職場を離れた
研修」の合間に，学校課題の解決のための計画づくり
とその実行，振り返りについてのレポートが，受講者
に課されている。A県においても，２０１５年度に，主
幹・指導教諭を対象に，県の教育センターによって，
同じような研修が実施されている。
３　このことについては，両県の学校管理職研修の質と
量の違いが，少なからず両県の獲得済み力量認識や，
力量形成要求の違いに影響を与えているのではないか，
と今のところ考えている。このことについては，別稿
にて改めて報告したい。
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